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1.  はじめに

　韓国の大学は伝統的に教育の機能を重視して来
た。国の社会発展の土台構築と国家力量の向上によ
り，最近になりようやく基礎研究開発の機能を強化
する必要性を認識し始めた。韓国政府も，大学の基
礎研究を支援する多様な支援政策を広げながら，投
資規模を拡大させているところである。しかし，先
進国の大学への投資規模と比べてみるとき，基礎研

究投資はまだ極端に低い。ある研究機関の調査結果
によれば，韓国の大学の研究開発費の中で基礎研究
開発費の占める比重はわずかに 1/5 程度にとどま
っていて，韓国はOECD国家のうちでトルコにつ
づいて二番目に基礎研究費の企業依存率が高くなっ
ている。これは，政府が大学の基礎研究に対する投
資方案と支援規模を拡大することで解決できる問題
である。
　現在，大学への基礎研究支援は，韓国学術振興財
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団（注 1）（以下「学振」と略称）の学術研究造成事
業と韓国科学財団の基礎科学研究支援事業のみであ
る。学振の学術研究造成事業だけが唯ひとつ全学問
分野（人文社会と基礎科学）を支援している（注 2）。
2008 年現在，学術研究造成事業の全予算規模は，
3,807 億ウォンで，前年に比べて 15%増え，毎年
予算が増加している。
　他の研究開発事業と同じく（注 3），学術研究造成
事業も予算規模を拡大して行かなければならない。
このためには，研究支援成果を体系的に測定し評価
して研究費増大のための論理的基盤を構築し，社会
的な理解と同意を得ることが重要である。
この論文は，学振の研究成果を分析整理した各種
統計資料と研究報告書（注 4）を参考にして作成した。
また，基礎学問研究支援と性格が異なる BK21 事業
と NURI 事業は排除し，オフラインに管理される
試験事業及び対外機関主管事業などは成果集計が難
しい関係で分析対象からやはり除外した。

2.  学術研究造成事業の方向と成果

2.1  学術研究造成事業の推進方向

　学術研究造成事業は，国の基礎研究力を増進する
ために，全学問分野に対して学振で遂行している基
礎研究支援事業である。この事業の基本目的は，第
一に，全学問分野の優秀な研究者，優秀な研究課題
及び優秀な学術団体を支援して，国全体の学術研究
基盤を造成し，二番目に，優秀な研究人材の養成及
び学問の均衡発展をはかり，三番目に，知識創出の
産室である大学の学術研究を支援して，世界的水準
の研究成果を創出，拡散することで，学問における
国の競争力の強化及び国の社会発展に寄与し，四番
目に，国内外の学術交流と協力など学術活動支援に
通じる高級人材の養成及び学術研究のネットワーク
を構築するところにある。
このような目的によって学振は，2008 年に学術
研究造成事業の重点推進方向を，① 審査評価の専

(単位 : 百万ウォン )
事業名 '07 年実行予算 (A) '08 年実行予算 (B) 増減 (B-A) 備考 

優秀基礎研究支援群

学問後続世代養成支援
( 博士後研修+学術研究教授 )

新進教授研究支援

基礎研究課題支援 基礎研究 
国学研究  他機関事業

優秀学者支援 ( 国家碩学 )
小計

学術基盤構築支援群

重点研究所支援
学術団 支援
名著 訳支援

基礎学問資料センタ
人文学振興方案

優秀学術図書選定支援 他機関事業
小計

特定目的事業群

学術成果拡散 ( 高級知識拡散 )
南北学術交流

保護学問分野研究
大学教授交流支援 他機関事業
大学教育課程開発

小計

国際交流事業群

外国人教授招聘
大学教授海外訪問
海外韓国学中核大学 他機関事業

小計
企画審査評価運営費

合計

表１（注5）．人文社会分野の学術研究造成事業実行予算 (2008)
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門性及び公正性の強化，② 学問分野別特性を考慮
した先進型研究支援体制の構築，③ 個人単独及び
小規模研究支援費の拡大，④ グローバル研究ネッ
トワークの構築，⑤ 学術研究支援の投資效率性向
上のための成果管理強化，⑥ 研究者中心の支援実
現，⑦ 研究現場中心の研究管理制の改善，などに
設定した。推進課題としては，ⓐ プログラム管理
者（Program Manager：PM）制度の深化及び拡大，
ⓑ 専門家集中審査（Expert Driven Review）制度
の拡大，ⓒ 随時支援制度（Rolling System）の漸
進的拡大，ⓓ 忌避（negative）審査者推薦制度の
試験導入，ⓔ 既存審査システムの改善，ⓕ 学問分
野別の特性化推進事業の開発，ⓖ 学問群別財源配
分に基づいた各学問分野の均衡ある発展の促進，ⓗ 
主要研究支援事業の個人単独研究財源の拡大，ⓘ 
外国学者との共同研究機会拡充のための財源運用，
ⓙ 学問分野別研究及び成果管理を通した研究成果
極大化の企て，ⓚ 研究結果発表物の管理制度の改
善，ⓛ 研究者の意見集約及び反映チャンネルの多
様化，ⓜ 研究費管理制度及び関連する規定/指針（省
庁間）標準化推進，ⓝ 間接研究費の支援割合の漸

進的拡大，などを推進している。

2.2  学術研究造成事業の構造及び豫算

　この間，学振は，2006 年に事業構造を大々的に
改編して，統合運営した諸事業を人文社会分野と理
工系分野に区分した。学術研究造成事業の事業構造
と予算は，＜表 1＞と＜表 2＞の通りである。
　各事業群を順にみていくと，第一に，優秀研究支
援群は，研究者の生涯周期を考慮したオーダーメー
ド型の事業支援体制である。学問後続世代の養成，
新進教授の研究支援，基礎研究課題の支援，優秀学
者の支援などの事業が含まれる。第二に，学術基盤
構築群は，大学及び，個人単位ではない研究所，学
会及び学術団体などに対する支援体制であるが，重
点研究所の支援，学術団体の支援，名著翻訳の支援，
基礎学問資料センター，人文学振興方案などの事業
である。第三に，特定目的事業群は，地域別，性
別，分野別学問の均衡育成を目標として，研究競争
力強化とは別の特殊目的が設定された支援体制であ
って，学術成果の拡散，南北学術交流の支援，保護

(単位 : 百万ウォン )
事業名 '07 年実行予算 (A) '08 年実行予算 (B) 増減 (B-A) 備考 

優秀基礎研究支援群

学問後続世代養成支援
( 博士後研修+学術研究教授 )

新進教授研究支援
基礎研究課題支援

優秀学者支援 ( 国家碩学 )
小計

学術基盤構築支援群
重点研究所支援

研究基礎情報拡充事業 他機関事業
小計

特定目的事業群

問題解決型人力養成事業

(修博士課程生+修士級研究員 )
地域大学優秀科学者支援

女性科学者支援
学術成果拡散 (WISE 支援 )

南北学術交流
小計

国際交流事業群

国際共同研究
国際研究人力交流
教授海外研究支援

小計
企画審査評価運営費

合計

表２（注 6）．理工系分野学術研究造成事業実行予算 (2008)
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学問分野講義の支援，大学教育課程の開発支援，地
域大学の優秀科学者の支援，女性科学者の支援，問
題解決型人材養成の支援などである。第四に，国際
交流事業群は，単独または共同研究のための研究者
の海外派遣及び招聘支援体制であるが，外国人教授
の招聘，大学教授の海外訪問研究の支援，国際共同
研究，国際敵な研究人材の交流，教授の海外研究の
支援などの事業である。

3. 人文社会分野の学術研究造成事
業成果の分析

3.1 支援研究費

（1）年度別の研究費支援の現況
　過去 3年間の人文社会分野の研究費支援の現況
は，＜表３＞の通りであり，学術研究費が 2006 年

事業群 事業名 2005 2006 2007
課題数 支援金額 課題数 支援金額 課題数 支援金額

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
優秀学者支援

小計

学術基盤構築

重点研究所
名著 訳支援

基礎学問資料センタ
人文学振興方案

小計

特定目的事業

学術成果拡散
南北学術交流
保護学問分野
大学教育課程

小計

国際交流事業
外国人教授招聘
大学教授海外訪問

小計
合計

( 単位 :　件，百万ウォン )

表３．年度別研究費支援現況 -人文社会

事業群 事業名 研究費 研究費占有率 課題数 課題数占有率 課題研究費

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
優秀学者支援
小計

学術基盤構築

重点研究所
名著 訳支援

基礎学問資料センタ
人文学振興方案

小計

特定目的事業

学術成果拡散
南北学術交流
保護学問分野
大学教育課程
小計

国際交流事業
外国人教授招聘
大学教授海外訪問

小計
合計

( 単位 : 百万ウォン，件，％ )

表４．2007年度の事業別研究費の支援現況 -人文社会
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度に減少してから，2007 年度に大きく増加する。
これは，人文学危機説と学術活動のグローバル化に
対応して，学術基盤構築群と国際交流事業群に人文
学振興方案，大学教授海外訪問事業を含ませたから
である。
事業群別の支援現況は，＜表 3＞にみられるよ

うに，優秀研究支援群の比重が 61.9% で最大であ
ることが分かった。2007 年度の学術基盤構築群と
国際交流事業群の支援比重が前年に比べて増えたわ
けは，2007 年度から人文学振興方案事業と大学教
授海外訪問支援事業が含まれたからである。

（2）2007年度の研究費支援の現況
　2007 年度の学術研究造成事業 4群の総研究費は
1,198 億ウォンで，前年度に比べて 22.8% 増加さ
れ，事業群別の支援比重は，優秀基礎研究支援群
743 億ウォン（61.9%），学術基盤構築群 358 億ウ
ォン（29.9%），特定目的事業群 75億ウォン（6.3%），
国際交流事業群 23 億ウォン（1.9%）の順序であ
る。一方，事業別の支援比重は，基礎研究課題の支
援事業が 575 億ウォン（48.0%）で一番最も高くて，
人文学振興方案事業 230 億ウォン（19.2%），学問
後続世代の養成事業 94 億ウォン（7.8%），重点研
究所の支援事業 86億ウォン（7.2%）などの順序で

ある。

3.2  成果（outcomes）

（1）年度別主要研究成果の現況
　人文社会分野の場合，＜表５＞のように学術誌論
文掲載（特に，非 SCI（Science Citation Index）級），
著書・訳書の発刊，研究人材の養成，国際人材交流，
言論報道などの成果が高く現われた。3年間の研究
成果を見れば，学術誌への論文掲載（特に，非 SCI
級論文は，大幅に増加），著 訳書の発刊，学術
会議の開催，国際人材交流，講座開設などの成果は，
2005 年度に比べて増加し，研究人材養成，言論報
道などの分野は減少した。

（2）2007年の度事業別研究成果の現況
１）学術的成果
　①学術誌への論文揭載の現況
　2007 年度の学術誌掲載の総論文数は，2,211 編
となっており，この内，非 SCI 級論文が全体の
97%（2,146 編）である。人文社会分野の特性ゆえ
に SCI 級論文掲載が少ないのかもしれないが，大
部分の論文は非 SCI 級の国内学術誌に載せられる
ので，SCI 級論文が減少した（前年比 22.6% 減）

事業群 成果創出年度 学術的成果 研究人材養成成果 国際学術交流成果 社会的波及成果
SCI 非 SCI 平均 IF 著訳書 博士課程 修士課程 学術会議 人力交流 言論報道 講座開設

優秀研究支援

小計

学術基盤構築

小計

特定目的事業

小計

国際交流事業

小計

合計

( 単位 :　件，名 )

表５．年度別研究成果現況 -人文社会
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という事実は，論文の質的水準を高めるための対策
が必要であることを示している。

２）研究人材養成の成果
　2007 年度の人文社会分野の学術研究造成事業の
遂行を通じて養成された研究人材は，総計 5,346
人で，その内訳は，博士課程生が 2,285 人，修士
課程生が 3,061 人である。これは，前年に比べて
少し増加した数値であるが，2005 年よりは 13.2%
減少した数値である。学術研究造成事業の主要目標
が高級人材養成という点であるので，優秀研究人材
を持続的に養成させる政策が必要である。
人材養成は，優秀研究支援群が 90.1% で一番高
く，学術基盤構築群が6.3%，特定目的事業群が3.5%

の順序である。事業別では，基礎研究課題の支援事
業が 73.6% で一番高く，新進教授の研究支援事業
15.9%，重点研究所の支援事業 4.4%，大学教育課
程の開発支援事業 3.4%，学問後続世代の養成事業
0.6%，南北学術交流の支援事業 0.1% などの順序
である。

３）社会的波及成果
　①言論報道の現況
　2007 年度の言論報道の実績は，前年比 4.2% 減
の総計 181 件であった。事業群別の言論報道の占
有率は，優秀研究支援群が 79.6% で一番高く，学
術基盤構築群 13.3%，国際交流事業群 5.0%，特定
目的事業群 2.2% などの順序である。事業別では，

事業群 事業名 国内学術誌 (A) 国外学術誌 (B) 合計 論文占有率　
SCI 非 SCI SCI 非 SCI SCI 総論文 (A+B) SCI 総論文

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
小計

学術基盤構築 重点研究所
小計

特定目的事業

学術成果拡散
保護学問分野
大学教育課程
小計

国際交流事業 大学教授海外訪問
小計

合計

事業群 事業名 研究人材活用
占有率博士課程 修士課程 計

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
小計

学術基盤構築

重点研究所
基礎学問資料センタ
人文学振興方案

小計

特定目的事業
南北学術交流
大学教育課程
小計

合計

( 単位 :　件，％）

( 単位 :　名）

表６．2007年度の学術誌論文掲載現況 (1)- 人文社会

表７．2007年度の研究人材養成現況 -人文社会
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事業群 事業名 言論報道 占有率 講座開設 占有率

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
小計

学術基盤構築 重点研究所
小計

特定目的事業
保護学問分野
大学教育過課程

小計

国際交流事業 大学教授海外訪問
小計

合計

( 単位 :　件）

表８．2007年度言論報道 & 講座開設現況 -人文社会

基礎研究課題の支援事業 68.5% で一番高く，重点
研究所の支援事業 13.3%，学問後続世代の養成事
業 8.8%，大学教授の海外訪問支援事業 5.0%，大
学教育課程の開発支援事業 1.7%，新進教授の研究
支援事業 2.2%，保護学問分野の講義支援事業 0.6%
などの順序である。
　②講座開設の現況
　2007 年度の講座開設実績は，前年比 50% 減の
総計 6件となっている。講座開設占有率は，優秀研
究支援群と学術基盤構築群がそれぞれ 33.3%，特
定目的事業群と国際交流事業群がそれぞれ 16.7%
を占めている。事業別では，重点研究所の支援事業
と基礎研究課題の支援事業がそれぞれ 33.3%，大

学教育課程の開発支援事業と大学教授の海外訪問支
援事業がそれぞれ 16.7%を占めた。

4. 理工系分野の学術研究造成事業
の成果の分析

4.1  支援研究費

（1）年度別の研究費支援の現況
過去 3年間の理工系分野の研究費支援の現況は，
＜表９＞のとおりであり，学術研究費は，2006 年

事業群 事業名 2005 2006 2007
課題数 支援金額 課題数 支援金額 課題数 支援金額

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
優秀学者支援
小計

学術基盤構築 重点研究所
小計

特定目的事業

学術成果拡散
南北学術交流
問題解決型
女性科学者
地域大学
小計

国際交流事業
国際共同研究
国際研究人力
小計

合計

( 単位 : 件，百万ウォン )

表９．年度別研究費支援現況 -理工系
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度にやや減少したが，2007 年度にまた増加した。
事業群別支援比重は，優秀研究支援群が 65.0% で
一番高く，学術基盤構築群と特定目的事業群の支援
比重が毎年少しずつ増加している。
この論文で提示した研究費支援の現況は，政府予
算会計と事業別施行計画上の支援の統計と一致しな
いこともある。財団研究支援DBを土台として支援
現況を分析したために，一部試験事業及び対外機関
の主管事業（例 : 研究基礎情報拡充事業など）など
は分析対象から除かれたからである。

（2）2007年度の研究費支援の現況
１）事業別の支援の現況
2007年度の学術研究造成事業4群の総研究費は，
1,838 億ウォンで，前年度に比べて 16.7% 増加さ
れ，事業群別の支援比重は，優秀研究支援群 1,194
億ウォン（65.0%），学術基盤構築群 281 億ウォン
（15.3%），特定目的事業群は260億ウォン（14.2%），
国際交流事業群 102 億ウォン（5.6%）順序である。
事業別の支援比重は，基礎研究課題の支援事業が
778 億ウォン（42.4%）で一番高く，重点研究所の
支援事業 281 億ウォン（15.3%），新進教授の研究
支援事業 205 億ウォン（11.1%），学問後続世代の
養成事業 145 億ウォン（7.9%）などの順序である。

4.2  成果（outcomes）

（1）年度別主要研究成果の現況
理工系分野の場合，＜表 11 ＞のように，学術誌
論文掲載（特に SCI 級），特許，研究人材養成，国
際人材交流，言論報道などの成果が高く現われた。
過去 3年間の研究成果の変化の推移を見れば，学
術誌への論文掲載（特に SCI 級論文は大幅に増加），
特許，技術拡散，学術会議の開催，言論報道，講座
開設などの成果は，2005 年度に比べて増加した。
一方，研究人材の養成，国際人材交流などの成果は
少し減少した。

（2） 2007 年度の事業別研究成果の現況
１）学術的成果
①学術誌への論文揭載の現況
●事業別の現況
2007 年度の学術誌掲載の総論文数は，4,067 編
となっていて，SCI 級論文が全体の 66.4%（2,702
編）を占めた。2007 年度の場合 SCI 級論文実績は，
前年比およそ 62.7% も増加した。過去 3 年間に
SCI 級学術誌に載せられる論文が持続的に増えると
いうことは，研究成果の水準があがっているという
事実を示している。
　事業群別の総論文の占有率は，＜表 12 ＞のよう

事業群 事業名 研究費 研究費占有率 課題数 課題数占有率 課題研究費

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
優秀学者支援
小計

学術基盤構築 重点研究所
小計

特定目的事業

学術成果拡散
南北学術交流
問題解決型
女性科学者
地域大学
小計

国際交流事業
国際共同研究
国際研究人力

小計
合計

( 単位 : 百万ウォン，件，％ )

表 10．2007 年度事業別研究費支援現況 -理工系
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事業群 成果創出年度
学術的成果 技術的成果 研究人材養成成果 国際学術交流成果 社会的波及成果

SCI 非 SCI 平均 IF 特許 技術拡散 博士課程 修士課程 学術会議 人材交流 言論報道 講座開設

優秀研究支援

小計

学術基盤構築

小計

特定目的事業

小計

国際交流事業

小計

合計

( 単位 :　件，名）
表 11．年度別研究成果現況 -理工系

事業群 事業名 国内学術誌 (A) 国外学術誌 (B) 合計 論文占有率
SCI 非 SCI SCI 非 SCI SCI 総論文 (A+B) SCI 総論文 (A+B)

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
優秀学者支援
小計

学術基盤構築 重点研究所
小計

特定目的事業

問題解決型
女性科学者
地域大学
小計

国際交流事業
国際共同研究
国際研究人力
小計

合計

( 単位 :　件，％）

表 12．2007 年度学術誌論文掲載現況 (1)- 理工系
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事業群 事業名 平均 IF IF 上位　論文数 NSC論文IF 5 IF 7 IF 10 IF 15

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
優秀学者支援
小計

学術基盤構築 重点研究所
小計

特定目的事業

問題解決型
女性科学者
地域大学
小計

国際交流事業
国際共同研究
国際研究人力
小計

合計

( 単位 :　件）

表 13．2007 年の度事業別 SCI 論文の質的水準 -理工系

に優秀研究支援群が 62.8% で一番高く，学術基盤
構築群が 21.5%，特定目的事業群が 13.9%。国際
交流事業群が 1.9%を占めている。事業別では，基
礎研究課題の支援事業が全体の 34.2%で一番高く，
重点研究所の支援事業 21.5%，新進教授の研究支
援事業 15.3%，学問後続世代の養成事業 10.1% な
どの順序である。一方，SCI 級論文の占有率を見
れば，やはり優秀研究支援群が 61,1% で一番高
く，学術基盤構築群が 26.5%，特定目的事業群が
10.5%，国際交流事業群が 1.9% 順序である。事業
別では，基礎研究課題の支援事業が 34.8% で一番
高く，重点研究所の支援事業が 26.5%，新進教授
の研究支援事業が 12.3%，学問後続世代の養成事
業が 9.5%などの順序である。

●事業別論文の質的水準の分析
2007 年度の事業別の論文の質的水準をジャーナ
ルの影響力指数 Impact Factor（IF）を通じて見た
結果は，＜表 13 ＞の通りである。理工系分野の学
術研究造成事業の平均 IF は 2.68 で，高い順になら
べると，優秀学者の支援事業，学問後続世代の養成
事業，問題解決型人材の養成支援事業，基礎研究課
題の支援事業，重点研究所の支援事業，新進教授の
研究支援事業などのようになる。平均 IF が一番高

く現われた事業群と事業は，優秀学者支援群（2.87）
と優秀学者の支援事業（4.79）で，NSC（Nature，
Science，Cell）に収録された論文は，全部で 5編
である。

●論文を多數揭載している學術誌の現況
　2007 年度の理工系分野の学術研究造成事業成果
の中で，論文掲載が一番活発な学術誌は，韓国物
理学会で発行する JOURNAL OF THE KOREAN 
PHYSICAL SOCIETY（129 編，4.9%） で あ る。
また上位 20 位の学術誌に載せられた論文は，総計
705 編で，全体の 27.1%を占めることが分かった。
論文上位 20 位の学術誌の現況は＜表 14 ＞の通り
である。

● Impact Factor（IF）上位の學術誌への論文揭載
の現況

　2007 年度の理工系分野の学術研究造成事業の
成果の中で，Impact Factor が 10.0 以上の学術誌
に載せられた論文は総計 40 編で，これらの大部
分は生命工学関連学術誌であることが分かった。
Impact Factor が 10.0 以上の学術誌への論文掲載
の現況は，＜表 15＞の通りである。
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順位 学術誌名 総論文 占有率 IF

合計 論文掲載上位 20 位

( 単位 :　件，％）

表 14．2007 年度の論文多数掲載学術誌の現況 -理工系

順位 学術誌名 総論文 IF
( 単位 :　件）

表 15．2007 年度 Impact Factor(IF) 上位論文掲載現況 -理工系
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● 6Tの分野別の現況
　2007 年度の 6T の分野別の論文占有率は，＜表
16 ＞の通りである。総論文の占有率は，BT（生
命工学）分野が 39.7% で一番高く，NT（ナノ技
術）分野 19.6%，IT（情報技術）分野 16.2% な
どの順序である。SCI 級の論文占有率も BT（生命
工学）分野が 43.5% で一番高く，NT（ナノ技術）
分野 25.2%，その他 13.1%，IT（情報技術）分野
11.5%などの順序である。

２）技術的成果
　①特許の現況

●事業別現況
2007 年度の特許の成果は，前年比 150%増の総
計 403 件となっており，その内訳は，出願実績は
286 件，登録実績は 117 件である。特許の出願及
び登録の大部分が国内であるが，今後の国家技術競
争力の向上のために国際特許獲得を奨励する必要が
ある。
　事業群別に特許占有率を見れば，学術基盤構築群
が 60.5% で一番高く，優秀研究支援群が 24.3%，
特定目的事業群が 14.4%，国際交流事業群が 0.7%
である。事業別では，重点研究所の支援事業全体の
60.5%で一番高く，基礎研究課題の支援事業 7.9%，

区分 国内学術誌 (A) 国外学術誌 (B) 合計 論文 占有率
SCI 非 SCI SCI 非 SCI SCI 総論文 (A+B) SCI 総論文

( 生命工学 )
( ナノ技術 )
( 情報技術 )
( 環境技術 )
( 宇宙航空 )
( 文化技術 )
その他
合計　

( 単位 :　件，％）

表 16．2007 年度 の 6T の分野別学術誌論文掲載現況 -理工系

事業群 事業名 出願件数　 登録件数 計 (A+B) 占有率
国内 国際 小計 (A) 国内 国際 小計 (B) 出願 登録 計

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
優秀学者支援

小計

学術基盤構築 重点研究所
小計

特定目的事業

問題解決型
女性科学者
地域大学
小計

国際交流事業
国際共同研究
国際研究人力

小計
合計　

( 単位 :　件）

表 17．2007 年度の特許出願及び登録の現況 (1)- 理工系
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地域大学の優秀科学者の支援事業 4.2%，問題解決
型人材の養成支援事業 4.2%，女性科学者の支援事
業 3.0%，国際研究人材交流事業 0.5% などの順序
である。

● 6Tの分野別の現況
2007 年度の 6T の分野別の特許占有率は，＜表

18 ＞の通りである。特許出願成果の占有率は，BT
（生命工学）分野が 45.5% で一番高く，NT（ナノ
技術）分野 35.3%，IT（情報技術）分野 15.0%，
その他の分野 4.2%である。特許登録の成果の占有
率は，BT（生命工学）分野が 43.6% で一番高く，
NT（ナノ技術）分野 34.2%，IT（情報技術）分野
21.4%，ET（環境技術）分野 0.9%である。
　②技術拡散の現況

2007 年度の技術拡散の実績は，前年比 40%減の
47 件となっており，その内訳は，技術指導が 18
件，技術移転が 1件，技術評価は 28 件となってい
る。技術拡散占有率は優秀研究支援群が 83.0% で
一番高くて，学術基盤構築群 10.6%，特定目的事
業群 6.4%などの順序である。事業別では，学問後
続世代の養成事業が 57.4% で一番高くて，基礎研
究課題の支援事業 25.5%，重点研究所の支援事業
10.6%，地域大学の優秀科学者の支援事業 4.3%，
女性科学者の支援事業が 2.1%などの順序である。

３）硏究人材養成の成果
2007 年度の研究人材養成の成果は，前年比
12.6%増の 15,355 人で，その内訳は，博士課程生
が 5,462 人，修士課程生が 9,893 人を占めている。

区分 出願件数　 登録件数 計 (A+B)国内 国際 小計 (A) 占有率 国内 国際 小計 (B) 占有率
( 生命工学 )
( ナノ技術 )
( 情報技術 )
( 環境技術 )
( 宇宙航空 )
( 文化技術）
その他
合計

事業群 事業名 技術拡散 占有率技術指導 (A) 技術移転 (B) 技術評価 (C) 計 (A+B+C)

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
優秀学者支援
小計

学術基盤構築 重点研究所
小計

特定目的事業
女性科学者
地域大学
小計

合計

( 単位 :　件，％）

( 単位 :　件）

表 18．2007 年度の 6T の分野別特許出願及び登録の現況 -理工系

表 19．2007 年度の技術拡散の現況 -理工系
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研究人材の養成においては，数字も重要だが，優秀
な人材を養成するのが望ましい。これからは研究人
材の量的な拡大のみならず，質的な側面で需要志向
的な人材養成が必要である。研究人材養成の占有率
は，優秀研究支援群が 78.3% で一番高く，特定目
的事業群 16.4%，学術基盤構築群 4.9%，国際交流
事業群 0.4%などの順序である。事業別では，基礎
研究課題の支援事業が全体の 66.4% であり，地域
大学の優秀科学者の支援事業 13.3%，新進教授の

研究支援事業 10.7%である。

４）社会的波及成果
　①言論報道の現況
　2007 年度の言論報道の実績は，前年比 1.7% 減
の 115 件である。言論報道の占有率を見れば，優
秀研究支援群が全体の 60.9% で，特定目的事業群
が 18.3%，学術基盤構築群が 17.4%，国際交流事
業群が 3.5%である。事業別では，基礎研究課題の

事業群 事業名 研究人材活用 占有率博士課程 修士課程 計

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
優秀学者支援
小計

学術基盤構築 重点研究所
小計

特定目的事業

南北学術交流
女性科学者
地域大学
小計

国際交流事業
国際共同研究
国際研究人力
小計

合計

( 単位 :　名）
表 20．2007 年度の研究人材養成の現況 -理工系

事業群 事業名 言論報道 占有率 講座開設 占有率

優秀研究支援

学問後続世代
新進教授研究
基礎研究課題
優秀学者支援

小計

学術基盤構築 重点研究所
小計

特定目的事業

学術成果拡散
南北学術交流
問題解決型
女性科学者
地域大学
小計

国際交流事業
国際共同研究
国際研究人力
小計

合計

( 単位 :　件）

表 21．2007 年度の言論報道 & 講座開設の現況 -理工系
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支援事業 27.8%，優秀学者の支援事業 26.1%，重
点研究所の支援事業 17.4%，女性科学者の支援事
業 13.0%などの順序である。
　②講座開設の現況
2007 年度の講座開設の実績は，前年比 83.3%
増の 11 件であるが，講座開設実績の占有率は，優
秀研究支援事業群が 63.6%，学術基盤構築群と特
定目的事業群がそれぞれ 18.2% である。事業別で
は，基礎研究課題の支援事業が 45.5%で一番高く，
新進教授の研究支援事業と重点研究所の支援事業
18.2%，女性科学者の支援事業と地域大学の優秀科
学者の支援事業 9.1%などの順序である。

5. 結論

　学術研究造成事業は，大学を含んだ国内全研究者
を対象として全学問領域を支援するプログラムであ
る。先に見たように，この事業は，学術発展と高
級人材養成に寄与し，国家競争力強化に貢献して
いると思う。この事業を效率的に運営し，成果を
高めるためには，結果志向的管理（result oriented 
management）が必要である。結果志向的管理と
いうのは，成果に基づいた管理であり，期待する結
果（outcomes）と波及影響を重視する管理である。
学振の研究支援事業は，1983 年に 57 課題を支援
することで始まり，2007 年度に 8,119 課題を支援
して 25年間の支援課題数は 140 倍，支援金額は約
3億ウォンから 3,200 億ウォンで，約 1,030 倍に
増加した。
　学術研究造成事業の成果分析を通して現われたい
くつかの政策的示唆は，次の通りである。現在，多
くの国々の SCI 級論文の実績が減少傾向であるに
もかかわらず（注 7），学振の SCI 論文掲載は増加し
ている。これは，大学と研究者が研究成果の量的拡
大のみならず，質的水準の向上に関心を置いたから
である。成果評価制度とインセンティブシステムが
研究成果を高めるのに大きい影響を及ぼすというこ
とが分かる。したがって，漸次的に短期的評価から
中長期的效果中心に転換して，これを測定すること
ができる評価体系を作り上げなければならないだろ
う。また，優秀研究者に対するインセンティブシス

テムを作って，研究者が研究活動にだけ専念するこ
とができるように支援して，研究の質と效率性をも
っと高めて行かなければならない。同時に，特許と
係わって国際特許の獲得と登録を奨励することがで
きる方案が切実に求められる。学術研究造成事業
が基礎研究支援事業であるにもかかわらず，過去 3
年間の特許成果はむしろ増加した。これは，学術研
究造成事業を通して創出された研究結果が，新技術
開発や他の製品，サービス創出に貢献しているとい
う事実を証明している。
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注

　1. 学振は，国内研究教育機関の学問研究活動と
国際交流協力を支援・育成することで学術文化の発
展を促進し，国家社会発展に寄与するために学術振
興法（法律第 3205 号）に基づいて 1981 年 4 月 6
日に設立され，1999 年 4 月 22 日に， 政府傘下機
関の経営革新及び構造調整の一環として，韓国奨学
会と統合することで，学術研究支援と同時に学問後
続世代養成のための学資金支援まで運営する統合的
な学術研究・奨学機関として，新しく誕生すること
になったのである。
　2. 学術研究造成事業は， 1963 年に教育法及び教
育法施行令に基づいて始まった。1979 年 12 月の
学術振興法の制定と 1981年 4 月の学振の設立を通
じて法的・行政的体制が用意され，何回かの修正と
補完を経て今日に至る。
　3. 地方大学力量強化事業（NURI），首都圏大学
支援事業，BK21 事業などの研究支援事業の予算規

模は，学術研究造成事業よりずっと大きい。
　4. この研究は，学術研究造成事業の各種研究支
援の成果を整理した “2008 学術研究支援統計年
譜 ”と各種統計資料とデータベースを先進型分析モ
デルで分析した 『2008 学術研究造成事業成果分析
調査分析 -2008-005 責任研究員 ; ノ・ユジン）』を
主参照資料として活用した。特に，学術研究造成事
業の成果を多角度に分析評価したノ・ユジンなどの
研究報告書が中心資料であり，これを “方向と成果”
という論文主題にふさわしく選別して圧縮整理した
のが本論文である。このため，本論文の主題である 
“ 韓国の学術造成事業の方向と成果 " は，ノ・ユジ
ンの研究報告書を本論文主題にふさわしく再加工し
たものだと言える。
　5. 韓国学術振興財団（2008），「2008 年度学術
研究造成事業事業説明会資料集」，P.6。
　6. 注 5 と同じ箇所。
　7. ポハン工科大学（2007），「韓国研究者の 
2006 年度 SCI 引用指数分析研究」。


